
　

第５２期　計算書類

貸 借 対 照 表

個 別 注 記 表

自　２０１８年　４月  １日

至　２０１９年　３月３１日

ＪＦＥ建材加工株式会社



ＪＦＥ建材加工㈱

（単位：円）

金　　　額 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

1,348,080,335 146,533,427

現 金 及 び 預 金 201,516 支 払 手 形 9,503,553

預 け 金 1,268,123,192 電 子 記 録 債 務 4,862,207

売 掛 金 72,553,446 買 掛 金 46,916,264

仕 掛 品 150,734 未 払 費 用 30,402,696

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,400,240 未 払 法 人 税 等 8,916,889

前 払 費 用 527,820 未 払 消 費 税 等 10,981,800

未 収 入 金 3,533,387 前 受 金 1,876,633

貸 倒 引 当 金 △ 410,000 預 り 金 12,248,385

賞 与 引 当 金 20,825,000

41,282,530

1,817,110,387 退 職 給 付 引 当 金 39,305,000

1,792,238,128 そ の 他 の 固 定 負 債 1,977,530

建 物 88,711,462

構 築 物 1,296,176 負　債　合　計 187,815,957

機 械 及 び 装 置 1,037,925 （純資産の部）

車 両 及 び 運 搬 具 1,766,475 株　主　資　本 2,977,374,765
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 1,412,490 資　本　金 20,000,000

土 地 1,698,013,600 資本剰余金 2,729,000,000

1,228,462 その他資本剰余金 2,729,000,000

電 話 加 入 権 1,228,462 利益剰余金 228,374,765

23,643,797 利益準備金 5,000,000

繰 延 税 金 資 産 23,030,000 その他利益剰余金 223,374,765

そ の 他 の 投 資 等 613,797 　別途積立金 60,000,000

　繰越利益剰余金 163,374,765

純　資　産　合　計 2,977,374,765

資　　産　　合　　計 3,165,190,722 負債・純資産合計 3,165,190,722

貸 借 対 照 表

(　２０１９年３月３１日現在)

流 動 負 債流 動 資 産

科　　　　目 科　　　　目

固 定 負 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産



JFE建材加工㈱

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品・原材料は総平均法による原価法、仕掛品及び貯蔵品は個別法による原価法。

　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　　建物及び建物付属設備、また平成28年4月1日以後に取得した構築物に関しては定額法、

　　その他については主に定率法を採用しております。

無形固定資産

　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込有効期間（5年）

　　に基づいております。

　（３）引当金の計上基準

貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等

　　の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　（４）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準28号　平成30年2月16日）を当事業年度から

　適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する

  方法に変更しました。

３．貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 349,031,809 円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　（単位：株）

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数

普通株式 40,000 40,000

　（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当 　　　　　　　2018年6月12日　定時株主総会の決議による。

株式の種類 　配当金の総額（円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

普通株式 20,080,000 502 2018年3月31日 2018年6月13日

　（３）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当

2019年6月20日開催の定時株主総会で次の通り決議する予定であります。

株式の種類 　配当金の総額（円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

普通株式 18,000,000  450 2019年3月31日 2019年6月21日

５．税効果会計に関する注記

　（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であります。


